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地方分権改革のこれまでの経緯
内閣 主な経緯

宮澤内閣（H3.11～H5.8）

村山内閣（H6.6～H8.1）

橋本内閣（H8.1～H10.7）

小渕内閣（H10.7～H12.4）

森内閣 （H12.4～H13.4）

小泉内閣（H13.4～H18.9）

安倍内閣（H18.9～H19.9）

福田内閣（H19.9～H20.9）

麻生内閣（H20.9～H21.9）

鳩山内閣（H21.9～H22.6）

菅内閣 （H22.6～H23.9）

野田内閣（H23.9～H24.12）

安倍内閣（H24.12～）

第
一
次
分
権
改
革

平成５年６月 地方分権の推進に関する決議（衆参両院）

平成６年５月 行政改革推進本部地方分権部会設置
平成６年12月 地方分権の推進に関する大綱方針 （閣議決定）
平成７年５月 地方分権推進法成立

７月 地方分権推進委員会発足（委員長：諸井虔）
※平成８年12月 第１次勧告 ～ 平成10年11月 第５次勧告 平成13年６月最終報告

平成10年５月 地方分権推進計画 （閣議決定）
平成11年７月 地方分権一括法成立
平成12年４月 地方分権一括法施行

機関委任事務制度の廃止等

平成13年７月 地方分権改革推進会議発足（議長：西室泰三）
※平成15年６月 三位一体の改革についての意見

平成14～17年６月 骨太の方針 （閣議決定）(毎年)
11月 政府・与党合意

三
位
一
体
改
革

第
二
次
分
権
改
革

国庫補助負担金改革
税源移譲
地方交付税改革

平成18年12月 地方分権改革推進法成立
平成19年４月 地方分権改革推進委員会発足（委員長：丹羽宇一郎）

※平成20年５月 第１次勧告（重点行政分野の見直し、基礎自治体への権限移譲 等）
平成20年12月 第２次勧告（出先機関改革、義務付け・枠付けの見直し 等）
平成21年10月 第３次勧告（義務付け・枠付けの見直しの重点事項、国と地方の協議の場の法制化 等）
平成21年11月 第４次勧告（地方税財政 等）

平成21年11月 地域主権戦略会議設置（議長：内閣総理大臣）
12月 地方分権改革推進計画（閣議決定）

平成22年６月 地域主権戦略大綱 （閣議決定）
平成23年４月 第１次一括法（義務付け・枠付けの見直し等）、国と地方の協議の場法 等成立

８月 第２次一括法（義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲）成立

平成25年３月 地方分権改革推進本部設置（本部長：内閣総理大臣）
平成25年４月 地方分権改革有識者会議発足（座長：神野直彦）
平成25年６月 第３次一括法（義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲）成立

（第１次）

（第２次）

細川内閣（H5.8～H6.4）
羽田内閣（H6.4～H6.6）

平成６年２月 今後における行政改革の推進方策について （閣議決定）
※地方分権の推進について記載

地方分権改革のこれまでの経緯
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これまでの地方分権改革の成果

地方分権一括法の概要（H11.7成立、H12.4施行 475本の法律を一括して改正）等

○ 機関委任事務制度（知事や市町村長を国の機関と構成して国の事務を処理させる仕組み）の廃止と事務の再構成

○ 国の関与の新しいルールの創設（国の関与の法定化等）

○ 権限移譲 例：農地転用(２～４ha)の許可権限(国→都道府県) 等

地方分権改革推進委員会の勧告 法的措置

地方に対する規制緩和
（義務付け・枠付けの見直し）

第１次一括法
（H23.4成立）

第２次一括法
（H23.8成立）

第３次一括法
（H25.6成立）

基礎自治体への権限移譲

国と地方の協議の場の法制化 国と地方の協議の場に関する法律（H23.4成立）

国から地方への事務・権限の
移譲等
⇒ 現在推進中

H25.9 当面の方針（地方分権改革推進本部決定）
（今後の予定）

H25.12 見直し方針（閣議決定）
H26 第４次一括法案（通常国会に提出）

第 一 次 分 権 改 革

○ 義務付け・枠付けの見直し
勧告で示された4,076条項のうち、見直すべきとされた1,316条
項に対し、975条項を見直し（74%）

○ 権限移譲
勧告で示された82項目に地方からの提案等を含めた105項目
に対し、72項目を見直し(69%)

第 二 次 分 権 改 革
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１．機関委任事務制度の廃止と事務の再構成

第一次分権改革

（1）知事や市町村長を国の下部機関と構成して国の事務を執
行させる仕組みである機関委任事務制度を廃止
（351法律改正）

（2）これに伴い主務大臣の包括的な指揮監督権等も廃止
（通達行政の廃止）

（例）都市計画の決定
農業振興地域の指定
飲食店の営業許可

：
：

国政選挙
旅券の交付
国道の管理

法定受託事務へ

自治事務へ

２．国の関与の抜本的見直し、新しいルールの創設

３．権限移譲

４．条例による事務処理特例制度の創設

５．その他

（1）機関委任事務に伴う包括的指揮監督権を廃止
（2）国の関与の新しいルールを創設（地方自治法）

・関与は個別の法令の根拠を要すること
・関与は必要最小限のものとすること
・関与の基本類型を定め、原則としてこれによること 等

（3）個別法に基づく関与を整理縮小（138法律）

（例）・教育長の任命に係る文部大臣の承認→  廃止
・漁港修築事業に係る農水大臣の許可→ 届出

（1）個別法の改正により、国の権限を都道府県に、都道府県
の権限を市町村に移譲（35法律）

（2）特例市制度を創設し、20万人以上の市に権限をまとめて
移譲

（例）・国→都道府県 農地転用（２ha超４ha以下）の許可権限
一定の保安林の指定・解除の権限

・都道府県→市町村 障害児に係る日常生活用具の給付

（1）必置規制の見直し（38法律）
（2）市町村合併特例法の改正

いわゆる地方分権一括法の概要
※平成11年7月成立、平成12年4月施行 475本の法律を一括して改正

それぞれの地域の実情に応じ、都道府県の条例により、都道府県か
ら市町村に権限を移譲することを可能とする制度。

地方公共団体
の事務

機関委任事務
（国の事務）

都道府県の事務の7～8割
市町村の事務の3～4割

自治事務

法定受託事務

国の直接執行事務へ

事務の廃止
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三位一体改革
三位一体改革の成果

① 国庫補助負担金改革 約 ４．７兆円

② 税源移譲 約 ３兆円

③ 地方交付税改革 約 △５．１兆円

① 国庫補助負担金改革 ４兆６,661億円（H16～H１８）

② 税源移譲 ３兆９４億円

③ 地方交付税改革 約△５．１兆円

地方が引き続き実施
する必要があるもの

手続の簡素化・執行の
弾力化

国・地方ともに事務事
業そのものを廃止

税源移譲に結びつく改革
３兆１,１７６億円

交付金化
７,９４３億円

スリム化
９,８８６億円

税源移譲額
３兆９４億円

引き続き国の予算
に計上

（例）小中学校の教員の給与、公立保育所、国民健康保険 等

（例）汚水処理、道路整備、住宅 等

国の所得税から地方の個人住民税へ３兆円規模の税源移譲を実施（個人住民税は一律１０％化）

・地方交付税及び臨時財政対策債の総額の抑制 約△5.1兆円
・算定の簡素化、不交付団体の増加

（例）小規模の公共事業関係 等
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１．地方に対する規制緩和（義務付け・枠付けの見直し）

第二次分権改革

義務付け・枠付けを見直すべきとされた１,３１６条項に対し、９７５条項の見直しを実施（実施率７４％）
従来は国が法令で全国一律の基準を定めていたが、地方公共団体が地域の実情に応じて条例で基準を設定
（例）施設・公物設置管理の基準 公営住宅の入居基準及び整備基準

道路の構造の技術的基準
保育所の設備及び運営に関する基準

職員等の資格・定数等 消防長及び消防署長の資格

２．事務・権限の移譲等

①国から地方へ
平成２１年の「出先機関改革に係る工程表」（地方分権改革推進本部決定）で見直すとされた事務・権限

等について、現在検討中（１００項目）
（例）看護師など各種資格者の養成施設の指定・監督（国 ⇒ 都道府県）

無料職業紹介（求人情報を地方公共団体に提供する取組の推進）
自家用有償旅客運送（国 ⇒ 希望する市町村を基本）

②都道府県から基礎自治体へ
第２次一括法及び第３次一括法等により、検討対象１０５項目のうち７２項目について、都道府県から基

礎自治体への権限移譲を実施（実施率６９％）
（例）未熟児の訪問指導（都道府県・保健所設置市 ⇒ 市町村）

地域地区の都市計画決定（都道府県 ⇒ 市町村）

３．国と地方の協議の場

国と地方の協議の場に関する法律が成立（H23.4.28）
地方に関わる重要政策課題について、地方と連携して施策を進めていくため、同法に基づき引き続き運営
（25年度）6/ 5 地方分権改革の取組、骨太の方針の策定等

10/11 平成26年度予算概算要求、地方分権改革の推進等
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I
 
栴
故
に
い
ま
こ
の
時
点
で
地
方
分
権
か
一
地
方
分
権
推
進
の
轡
景
・
理
由

何
故
に
い
ま
こ
の
時
点
で
、
地
方
分
権
の
推
進
が
広
く
各
界
か
ら
こ
の
よ
う
に
強
く
求
め
ら
れ
る
よ
う

に
な
っ
た
の
か
。
あ
ら
た
め
て
そ
の
背
景
・
理
自
を
整
理
す
れ
ば
、
以
下
の
よ
う
に
要
約
す
る
こ
と
が
で

き
る
と
考
え
る
。

1
 
中
央
集
権
型
行
政
シ
ス
テ
ム
の
制
度
疲
労

明
治
維
新
以
来
徐
々
に
形
成
さ
れ
て
き
た
中
央
集
権
型
行
政
シ
ス
テ
ム
は
戦
時
体
制
の
下
で
一
段
と

強
化
さ
れ
た
。
戦
後
改
革
は
こ
の
戦
前
の
シ
ス
テ
ム
を
大
き
く
変
革
す
る
も
の
で
、
あ
っ
た
が
、
機
関
委

任
事
務
制
度
の
踏
襲
と
拡
張
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
そ
れ
は
中
央
集
権
型
行
政
シ
ス
テ
ム
を
完
全
に
払

拭
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
そ
し
て
そ
の
後
の
高
慶
成
長
期
の
行
政
活
動
の
発
展
と
膨
張
の
流
れ
の

な
か
で
、
通
達
行
政
の
濃
密
化
と
補
助
金
行
政
の
拡
大
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
新
し
い
形
態
の
集
権
化

が
積
み
重
ね
ら
れ
て
き
た
。

こ
の
明
治
期
以
来
の
中
央
集
権
型
行
政
シ
ス
テ
ム
は
、
限
ら
れ
た
資
源
を
中
央
に
集
中
し
、
こ
れ
を

部
門
間
・
地
域
開
に
重
点
的
に
配
分
し
て
効
率
的
に
活
用
す
る
こ
と
に
適
合
し
た
側
面
を
も
ち
、
こ
れ

が
当
時
は
ま
だ
後
発
国
で
あ
っ
た
わ
が
国
の
急
速
な
近
代
化
と
経
済
発
展
に
寄
与
し
、
比
較
的
に
短
期

間
の
う
ち
に
先
進
諸
国
の
水
準
に
追
い
つ
く
こ
と
に
大
き
く
貢
献
し
て
き
た
事
実
は
、
否
定
で
き
な
い

と
こ
ろ
で
あ
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
中
央
集
権
型
行
政
シ
ス
テ
ム
に
は
そ
れ
な
り
の
弊
害
も
伴
う
。
す
な
わ
ち
、
国
民

国
家
の
統
一
の
た
め
に
地
域
社
会
の
鴎
治
を
制
約
し
、
間
民
経
済
の
発
展
の
た
め
に
地
域
経
梼
の
存
立

基
盤
を
掘
り
崩
す
。
権
限
・
財
源
、
・
人
間
、
そ
し
て
情
報
を
中
央
に
過
度
に
集
中
さ
せ
、
地
方
の
資
源

を
収
奪
し
、
そ
の
活
力
を
奪
う
。
全
国
商
ー
の
統
一
性
と
公
平
性
を
重
視
す
る
あ
ま
り
に
、
地
域
的
な

諸
条
件
の
多
様
性
を
軽
祝
し
、
地
域
ご
と
の
個
性
あ
る
生
活
文
化
を
衰
微
さ
せ
る
。
そ
れ
は
、
脳
神
経

ば
か
り
が
異
常
に
肥
大
し
そ
の
他
の
諸
器
官
の
退
化
し
た
生
物
に
も
比
せ
ら
れ
る
。

こ
の
よ
う
に
、
中
央
集
権
型
行
政
シ
ス
テ
ム
に
は
功
罪
両
面
が
あ
る
の
で
あ
る
が
、
わ
が
国
の
政
治
・

行
政
を
取
り
巻
く
間
際
・
国
内
の
環
境
は
こ
こ
の
と
こ
ろ
急
速
に
大
き
く
変
貌
し
て
き
て
い
る
。
そ
L

て
そ
の
結
果
と
し
て
、
今
日
で
は
中
央
集
権
型
行
政
シ
ス
テ
ム
が
新
た
な
時
代
の
状
況
と
課
題
に
適
合

し
な
い
も
の
と
な
っ
て
、
そ
の
弊
害
面
を
目
立
た
せ
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
は
な
い
か
。
言
い
換
え
れ

ば
、
!
日
来
の
シ
ス
テ
ム
は
一
種
の
制
度
疲
労
に
陥
り
、
新
た
な
状
況
と
課
題
に
的
確
に
対
応
す
る
能
力

を
失
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。

で
は
、
国
際
・
国
内
の
環
境
変
化
と
は
何
か
。
そ
し
て
こ
の
国
際
・
田
内
の
環
境
変
化
と
地
方
分
権

の
推
進
は
ど
の
よ
う
な
関
連
に
あ
る
の
か
。
こ
の
点
に
つ
い
て
の
わ
れ
わ
れ
の
認
識
を
整
理
要
約
す
れ

ば
、
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

-
6
1
-
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2
 
変
動
す
る
国
際
社
会
へ
の
対
応

冷
戦
の
終
結
に
伴
い
、
国
際
社
会
の
枠
組
み
は
大
き
く
変
動
し
た
。
経
済
活
動
の
ボ
ー
ダ
レ
ス
化
が

急
速
に
進
み
、
政
府
レ
ベ
ノ
レ
の
国
際
交
流
の
み
な
ら
ず
、
地
域
レ
ベ
ル
・
市
民
レ
ベ
ル
の
国
境
を
越
え

た
交
流
が
活
発
を
極
め
、
政
治
・
経
済
・
-
社
会
を
め
ぐ
る
新
た
な
園
擦
秩
序
の
模
索
が
続
い
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
国
際
情
勢
の
下
で
、
国
が
担
う
べ
き
国
際
調
整
課
題
が
あ
ら
ゆ
る
行
政
分
野
に
わ
た
っ
て

激
増
し
て
き
で
い
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
種
の
国
際
調
整
課
題
に
対
す
る
圏
の
各
省
庁
の
対
応

は
決
し
て
十
分
に
迅
速
か
っ
的
確
で
あ
る
よ
う
に
は
見
え
な
い
。

そ
こ
で
こ
の
際
、
国
に
し
か
粗
い
得
な
い
国
際
調
整
課
題
へ
の
国
の
各
省
庁
の
対
応
能
力
を
高
め
る

た
め
に
も
、
地
方
分
権
を
推
進
し
、
圏
の
各
省
庁
の
圏
内
問
題
に
対
す
る
濃
密
な
関
与
に
伴
う
負
担
を

軽
減
す
る
こ
と
を
通
し
て
、
こ
れ
を
身
軽
に
し
そ
の
役
割
を
純
化
し
強
化
し
て
い
く
べ
き
で
あ
る
。

3
 
東
京
一
極
集
中
の
是
正

園
内
の
社
会
経
済
構
造
に
自
を
転
ず
れ
ば
、
ま
ず
産
業
の
海
外
進
出
に
伴
う
国
内
産
業
の
空
洞
化
現

象
を
深
刻
に
受
け
止
め
る
べ
き
で
あ
る
が
、
純
粋
に
園
内
の
現
象
に
か
ぎ
っ
て
み
て
も
、
人
口
・
産
業
・

金
融
・
情
報
・
文
化
等
の
東
京
簡
へ
の
過
度
の
集
中
に
依
然
と
し
て
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
。
そ
こ
で
、

東
京
圏
に
お
け
る
超
過
密
の
弊
害
は
住
民
の
生
活
環
境
の
あ
ら
ゆ
る
側
面
に
及
ん
で
い
る
と
と
も
に
、

こ
の
巨
大
都
市
圏
は
地
震
等
の
大
規
模
災
害
に
対
し
て
き
わ
め
て
脆
弱
に
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
る
。
そ

し
て
地
方
闘
で
は
過
疎
化
が
進
み
、
地
域
社
会
の
活
力
が
低
下
し
、
と
こ
ろ
に
よ
っ
て
は
崩
壊
の
危
機

に
さ
ら
さ
れ
て
い
る
。

そ
こ
で
こ
の
際
、
多
極
分
散
型
の
国
土
形
成
を
実
効
あ
る
も
の
に
す
る
た
め
に
も
、
地
方
分
権
を
推

進
し
、
ま
ず
は
政
治
・
行
政
上
の
決
定
権
限
を
地
方
に
分
散
し
、
こ
れ
に
よ
っ
て
東
京
一
機
集
中
現
象

に
爾
止
め
を
か
け
、
地
域
の
産
業
・
行
政
・
文
化
を
支
え
る
人
材
を
地
方
圏
で
育
て
、
地
域
社
会
の
活

力
を
取
り
戻
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
。

な
お
、
首
都
機
能
移
転
は
こ
の
課
題
に
対
す
る
有
効
な
方
策
の
一
つ
で
あ
る
の
か
も
し
れ
な
い
が
、

こ
の
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
着
手
を
決
断
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
際
に
建
設
さ
れ
る
f新
首
都
J

を
第
二
の
東
京
に
し
な
い
た
め
に
も
、
規
制
緩
和
と
地
方
分
権
の
徹
底
し
た
推
進
が
不
可
欠
の
前
提
条

件
に
な
る
は
ず
で
あ
る
。

4
 
個
性
豊
か
な
地
域
社
会
の
形
成

わ
が
閣
は
高
度
成
長
に
よ
っ
て
世
界
有
数
の
経
済
力
を
有
す
る
国
に
発
展
し
て
、
先
進
国
の
仲
間
入

り
を
は
た
し
た
。
そ
し
て
こ
の
間
に
、
多
く
の
行
政
分
野
で
そ
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
の
醤
標
水

準
を
達
成
し
、
平
和
で
安
全
な
社
会
を
築
き
上
げ
た
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
国
民
の
多
く
は
そ
の
日
常

生
活
の
場
で
真
の
安
ら
ぎ
と
豊
か
さ
を
実
感
で
き
な
い
で
い
る
。
そ
の
原
因
の
少
な
く
と
も
一
端
は
、
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中
央
集
権
型
行
政
シ
ス
テ
ム
の
下
で
全
閤
画
ー
の
統
一
性
と
公
平
性
が
過
度
に
重
視
さ
れ
、
地
域
社
会

の
諸
条
件
の
多
様
性
が
軽
視
さ
れ
て
き
た
こ
と
に
あ
る
。
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
が
概
ね
達
成
さ
れ

た
こ
と
に
よ
っ
て
、
行
政
サ
ー
ピ
ス
に
対
す
る
国
民
の
ニ
ー
ズ
は
多
種
多
様
に
な
っ
て
き
た
。
こ
う
し

た
国
民
の
多
様
化
し
た
価
値
観
に
対
し
て
全
盟
繭
ー
の
統
一
性
と
公
平
性
の
価
値
基
準
を
押
し
付
け
よ

う
と
す
る
こ
と
は
、
も
は
や
時
代
錯
誤
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

す
べ
て
の
行
政
分
野
で
ナ
シ
ョ
ナ
ノ
レ
・
ミ
ニ
マ
ム
の
目
標
水
準
を
達
成
し
、
こ
れ
を
維
持
し
て
い
く

こ
と
は
、
今
後
と
も
引
き
続
き
国
の
担
う
べ
き
重
要
な
役
割
で
あ
る
。
ナ
シ
ョ
ナ
ノ
レ
・
ミ
ニ
マ
ム
に
も

達
し
な
い
地
域
社
会
が
残
存
す
る
よ
う
な
地
域
間
格
差
は
国
の
責
任
に
お
い
て
解
消
さ
せ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
躍
の
各
省
庁
が
そ
れ
ぞ
れ
の
行
政
分
野
に
お
い
て
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
ミ
デ
ィ

ア
ム
又
は
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
マ
キ
シ
マ
ム
と
い
う
べ
き
目
標
水
準
を
立
て
、
こ
れ
を
あ
た
か
も
ナ
シ
ョ
ナ

ノ
レ
・
ミ
ニ
マ
ム
で
、
あ
る
か
の
よ
う
に
扱
い
、
全
国
翻
ー
に
こ
の
水
準
ま
で
引
き
上
げ
よ
う
と
す
る
こ
と

は
慎
む
べ
き
で
あ
る
。
ナ
シ
ョ
ナ
ノ
レ
・
ミ
ニ
マ
ム
を
超
え
る
行
政
サ
ー
ピ
ス
は
、
地
域
住
民
の
ニ
ー
ズ
、

を
反
映
し
た
地
域
住
民
の
自
主
的
な
選
択
に
委
ね
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。
そ
の
結
果
と
し
て
地
域
差
が

生
ず
る
と
し
て
も
、
そ
れ
は
解
消
さ
れ
る
べ
き
地
域
開
格
楚
で
は
な
く
、
尊
厳
な
る
傭
性
差
と
認
識
す

べ
き
で
あ
る
。

そ
こ
で
こ
の
際
、
安
ら
ぎ
、
と
豊
か
さ
を
日
々
に
実
感
で
き
る
真
に
成
熟
し
た
社
会
に
発
展
し
て
い
く

た
め
に
も
、
地
方
分
権
を
推
進
し
、
間
宥
の
自
然
・
歴
史
・
文
化
を
も
っ
地
域
社
会
の
自
己
決
定
権
を

拡
充
す
べ
き
で
あ
る
。

5
 
高
齢
社
会
・
少
子
化
社
会
へ
の
対
応

わ
が
国
で
は
今
日
、
他
国
に
類
例
を
み
な
い
急
激
な
テ
ン
ポ
で
人
口
の
高
齢
化
が
進
み
、
そ
の
反
面

で
は
少
子
化
が
進
ん
で
い
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
人
口
構
成
の
急
激
な
変
動
に
対
応
す
る
各
種
サ
ー
ビ
ス

の
供
給
体
系
の
構
築
が
急
務
に
な
っ
て
き
て
お
り
、
高
齢
者
に
向
け
て
は
保
健
・
医
療
・
福
祉
及
び
生

漉
学
習
関
連
の
サ
ー
ピ
ス
相
互
の
緊
密
な
る
連
携
が
、
幼
児
児
童
に
向
け
で
は
保
育
・
教
育
関
連
の
サ

ー
ピ
ス
の
再
編
成
が
要
請
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
そ
れ
は
地
方
公
共
団
体
職
員
に
よ
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
供
給
だ
け
で
対
応
で
き
る
も
の
で
は

な
く
、
各
種
の
公
益
法
人
、
N
P
O
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど
の
協
力
を
は
じ
め
、
場
合
に
よ
っ
て
は
民

間
企
業
の
参
入
を
得
て
、
公
私
協
働
の
サ
ー
ビ
ス
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
す
る
必
要
が
あ
る
。

こ
の
種
の
総
合
行
政
と
公
私
協
働
の
仕
組
み
づ
く
り
は
、
国
の
各
省
庁
別
の
、
さ
ら
に
は
各
鳥
加
の

縦
割
り
の
行
政
シ
ス
テ
ム
を
も
っ
て
し
て
は
到
底
実
現
で
き
な
い
。
こ
の
種
の
仕
組
み
づ
く
り
は
地
方

公
共
団
体
の
な
か
で
も
、
住
民
に
身
近
な
基
礎
的
地
方
公
共
団
体
で
あ
る
市
町
村
の
創
意
工
夫
に
待
つ

iま
か
は
な
い
。

そ
こ
で
こ
の
際
、
来
る
べ
き
本
格
的
な
高
齢
社
会
と
少
子
化
社
会
に
的
確
に
対
応
す
る
た
め
に
も
、

地
方
分
権
を
推
進
し
、
行
政
の
総
合
化
と
公
私
協
働
を
促
進
す
べ
き
で
あ
る
。

-
6
3
-

8

CO887468
長方形




